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東レ株式会社による東和織物株式会社の株式交換による完全子会社化のお知らせ 
 

 

東レ株式会社（本社：東京都中央区、社長：榊原定征、以下「東レ」）と東和織物株式会社（本社：大阪

府富田林市、社長：安井博記、以下「東和織物」）は、平成20年8月22日の取締役会において、平成20年

12 月 1 日を効力発生日として下記の通り株式交換により東レを完全親会社とし、東和織物を完全子会社と

する株式交換（以下「本株式交換」）を行なうことをそれぞれ決定し、株式交換契約書を締結いたしました

ので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 株式交換による完全子会社化の目的 

（1）本株式交換の目的 

東レは、「わたしたちは新しい価値の創造を通じて社会に貢献します」との企業理念の下、「先端材料

で世界のトップ企業を目指す」こととして、平成 18 年 4 月に長期経営ビジョンを策定しました。

“Innovation by Chemistry”をコーポレートスローガンとして、企業活動のあらゆる領域において

“Innovation（革新と創造）”に挑戦し、ダイナミックな進化と持続的な発展を遂げることで、高収益な

総合化学企業集団を目指しております。また、繊維事業を基盤事業と位置付け、今後も安定的な収益を

確保するべく、総合的な事業をグローバルに展開していく計画です。 

東和織物は昭和 25 年に設立され、カーペット及びモケット等繊維製品の製造・販売を行なっており、

昭和 40 年 4 月に東洋染工株式会社との合併に伴い、東レの関係会社となりました。以来、東レグループ

としてカーペット業界での安定した事業基盤を確立すると共に、上場企業として株主の皆様の期待にお

応えするべく経営努力を積み重ねて参りました。 

しかしながら、昨今の両社を取り巻く環境は原燃料価格高騰による大幅なコストアップにより、当面

の収益が圧迫されることが見込まれ、また国内敷物業界においては少子高齢化による一般家庭用カー

ペットの需要減退、中国をはじめとする新興国からの安価輸入製品の増加に加えて、資材用カーペット

に対する高機能化への要求の高まりなど、国内の繊維生産メーカーにとって厳しい状況が続いており、

一層の効率経営が望まれています。 
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このような環境の下、東レ及び東和織物の成長と発展のためには、東レグループの一体的な経営戦略

の下で、東和織物が資材分野で積極的に拡販を図ると共に抜本的に生産効率の改革を推進するなど、機

動的な事業運営が必要であると判断いたしました。東レグループの競争力及び経営効率を高め、両社の

企業価値向上を図るため、この度、東和織物を東レの完全子会社とする株式交換契約の締結に至りまし

た。 

 

 

（2）上場廃止となる見込み及びその事由 

本株式交換の結果、その効力発生日である平成 20 年 12 月 1 日（月）をもって、東レは東和織物の

完全親会社となり、完全子会社となる東和織物の株式は、株式会社大阪証券取引所の株券上場廃止基

準に従い、平成20年 11月 25 日（火）に上場廃止（ 終売買日は平成20年 11月 21 日（金））となる

予定です。上場廃止後は、東和織物の株式を株式会社大阪証券取引所において取引することができな

くなりますが、東レを除く東和織物の株主の皆様に対しては、本株式交換契約に従い、下記 2.（2）記

載の通り、東レの株式が割り当てられます。 

 

（3）上場廃止を目的とする理由及び代替措置の検討状況 

 本株式交換は上記の通り、東和織物を東レの完全子会社とすることによって、両社の企業価値向上

を図ることを目的とするものであり、東和織物の普通株式の上場廃止自体を目的とするものではござ

いませんが、本株式交換が行なわれた場合には、東和織物の普通株式は上場廃止となる予定です。し

かしながら、本株式交換の対価である東レの普通株式は、株式会社東京証券取引所及び株式会社大阪

証券取引所、株式会社名古屋証券取引所、証券会員制法人札幌証券取引所、証券会員制法人福岡証券

取引所、London Stock Exchange plc、The Luxembourg Stock Exchangeに上場されておりますので、

本株式交換後においても、各市場での取引機会が確保されております。また、本株式交換は両社の企

業価値向上を図るものであるため、本株式交換により東レの普通株式を保有することとなる現東和織

物の株主の皆様の期待にもお応えすることができると考えております。 

 なお、本株式交換に伴い、東レの単元未満株式（1,000 株未満の株式）を所有することとなる株主の

皆様においては、取引所市場において単元未満株式を売却することはできませんが、単元未満株式の

買増制度（1,000 株への買増し）、もしくは単元未満株式の買取制度（1,000 株未満株式の売却）を利

用いただくことができます。また本株式交換に伴い、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法

第234条の規定に従い、１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いする予定です。 

 

（4）公正性を担保するための措置 

本株式交換の検討にあたって、東レは東和織物の総株主の議決権の 50.3 ％を保有していることか

ら、株式交換比率の公正性を確保するため、両社はそれぞれ独立した第三者機関による株式交換比率

の算定を行ない、その算定結果の報告を受けました。両社は、かかる算定結果を参考に、交渉・協議

を行ない、その結果合意された株式交換比率により本株式交換を行なうこととしました。 

 

（5）利益相反を回避するための措置 

 利益相反の回避という観点から、東和織物の取締役のうち、東レの取締役及び従業員を兼務する者

は、東和織物の本株式交換に係わる取締役会の審議及び決議には参加しておりません。 

 

 

２．株式交換の要旨 

（１）株式交換の日程 

株 式 交 換 決 定 取 締 役 会 平成20年  8月22日（金） 

株 式 交 換 契 約 締 結 平成20年  8月22日（金） 

株主総会基準日公告（東和織物） 平成20年  8月23日（土）（予定） 

株 主 総 会 基 準 日 （ 東 和 織 物 ） 平成20年  9月 7日（日）（予定） 

株式交換承認株主総会（東和織物） 平成20年10月29日（水）（予定） 

 - 2 -



上 場 廃 止 日 （ 東 和 織 物 ） 平成20年11月25日（火）（予定） 

株式交換の予定日（効力発生日） 平成20年12月  1日（月）（予定） 

  

※東レは会社法796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続により、東レの株主総会の承認を得

ずに本株式交換を実施する予定です。 

※平成 21 年 1 月 5 日（月）に株券電子化実施が予定されていることから、株券の交付は予定してお

りません。詳細につきましては東和織物の臨時株主総会で本株式交換が承認された後、東和織物

の株主の皆様に通知いたします。 

 

 

 

（２）株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
東レ株式会社 

（株式交換完全親会社） 
東和織物株式会社 

（株式交換完全子会社） 

株式交換に係る 

割 当 て の 内 容 
１ ０．１２６ 

株式交換により 

発行する新株式数 

東レは、その保有する自己株式 754,488 株を株式交換による株式の割当て

に充当します。 

（注）東和織物株式会社の株式1株に対して、東レ株式会社の株式0.126株を割り当て交付します。

ただし、東レ株式会社が保有する東和織物株式会社株式 6,012,000 株については、株式交換に

よる株式の割り当ては行ないません。 

 

（３）株式交換に係る割り当て比率の算定根拠等 

① 算定の基礎と経緯 

本株式交換の株式交換比率（以下「本件割当比率」）については、その公正性を担保する手続きの

一環として、各社が独自に起用した第三者機関に本件割当比率の算定に関する専門家としての意見を

求めることとし、東レは日興コーディアル証券株式会社（以下「日興コーディアル証券」）に、東和

織物はデロイトトーマツFAS株式会社（以下「デロイトトーマツ」）に算定を依頼しました。 

日興コーディアル証券は東レの株式価値について、市場株価法、ディスカウンテッド・キャッシュ

フロー法（以下「DCF法」）に拠り株式価値を評価しました。また、東和織物の株式価値については、

市場株価法、DCF法及び修正純資産法に拠り株式価値を評価し、株式交換割当株式数に関する分析を

東レに報告しました。その結果、東レの1株あたりの株式価値を1とした場合の各評価手法における

東和織物の株式価値は、下表の通りとなります。 

 

評価手法 式交換割当比株 率の評価レンジ 

市場株価法 0.117 ～ 0.123 

DCF法 0.079 ～ 0.185 

修正純資産法 0.082 ～ 0.121 

 

なお、日興コーディアル証券は、市場株価法に拠る市場株価の計算対象期間として、平成20年８

月18日を基準日とし、基準日までの直近１ヶ月間及び2009年3月期連結業績見通しに係わる両社の

修正公表（平成20年8月6日）以降の期間を採用し、当該期間の平均株価（終値単純平均）を用い

て株式価値の評価を行なっております。 
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 またデロイトトーマツは、東レの株式価値については市場株価法に拠り株式価値評価を行ないま

した。また、東和織物の株式価値については市場株価法およびDCF法に拠り、株式価値評価を行な

い、株式交換割当株式数に関する分析を東和織物に報告しました。その結果、東レの1株あたりの株

式価値を1とした場合の各評価手法における東和織物の株式価値は、下表の通りとなります。 

 

評価手法 式交換割当比株 率の評価レンジ 

市場株価法 0.116 ～ 0.123 

DCF法 0.088 ～ 0.145 

 

なお、デロイトトーマツは、市場株価法に拠る市場株価の計算対象期間として、平成20年８月18

日を基準日とし、基準日までの直近１ヶ月間及び2009年3月期連結業績見通しに係わる両社の修正

公表（平成20年8月6日）以降の期間を採用し、当該期間の平均株価（終値単純平均）を用いて株

式価値の評価を行なっております。 

 

東レ及び東和織物は、それぞれが委託した第三者機関から報告を受けた株式交換比率の試算結果

を参考に、両社の資本関係、過去の類似の株式交換割当比率、両社の財務状況、財務予測等の要因を

勘案し、検討・交渉・協議を重ねた結果、本件割当比率は両社にとって妥当であり、また両社株主の

利益に資するものであると判断しましたので、本件割当比率に基づく株式交換に関して平成 20 年 8

月22日の取締役会でそれぞれ決議し、同日、両社間で株式交換契約を締結いたしました。 

また、本件割当比率は、その前提となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社間で協議の

上、変更することがあります。 

 

② 算定機関との関係 

第三者算定機関である日興コーディアル証券及びデロイトトーマツは、いずれも東レ及び東和織物

の関連当事者には該当しません。 

 

（４）株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 

３．株式交換当事会社の概要 

（１） 商 号 東レ株式会社 東和織物株式会社 

 

（２） 

 

主 な 事 業 内 容 

合成繊維、プラスチック・ケミカ

ル、情報通信材料・機器、炭素繊

維複合材料等製品の製造・販売 

カーペット及びモケット等の繊維

製品の製造・販売 

（３） 設 立 年 月 日 大正15年1月12日 昭和25年8月14日 

（４） 本 店 所 在 地 
東京都中央区日本橋室町二丁目1

番1号 

大阪府富田林市西板持町八丁目１

番65号 

（５） 代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 

榊原 定征 

代表取締役社長 

安井 博記 

（６） 資 本 金 96,937百万円 600百万円 

（７） 発 行 済 株 式 数 1,401,481,403株 12,000,000株 

（８） 純 資 産 642,159百万円（連結） 505百万円（連結） 
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（９） 総 資 産 1,698,226百万円（連結） 3,040百万円（連結） 

（10） 決 算 期 3月31日 3月31日 

（11） 従 業 員 数 38,565名（連結） 84名（連結） 

 

（12） 

 

主 要 取 引 先 
三井物産(株) 

松下電器産業(株) その他 

(株)小野ダスキン 

永大化工(株) 

(株)サンゲツ その他 

 

（13） 

 

大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）        4.90％ 

日本生命(相)       4.64％ 

三井生命(株)        3.42％ 

東レ(株)     50.10％ 

泉(株)         8.42％ 

大江 義雄      2.82％ 

 

（14） 主 要 取 引 銀 行 

(株)三井住友銀行 

(株)みずほコーポレート銀行 

(株)三菱東京UFJ銀行 

(株)三井住友銀行 

中央三井信託銀行(株) 

 

 

資 本 関 係

 

東レは東和織物の発行済株式数の50.10％を有してお

り、東和織物は東レの連結子会社です。 

 

人 的 関 係

 

東和織物の取締役5人のうち2人及び監査役4人のう

ち3人は東レの取締役または従業員との兼務者です。 

 

取 引 関 係

 

東レは東和織物に対して、原料の販売及び製品の購入

を行なっており、東和織物の本社社屋用地を賃貸して

います。 

（15） 当事会社間の関係等 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

東レは東和織物の親会社です。 

 

 

 

（16） 

 

 

近３年間の業績 

 

 東レ株式会社 

（完全親会社） 

（連結） 

東和織物株式会社 

（完全子会社） 

（連結） 

決 算 期 
2006年

  3月期

2007年

  3月期

2008年

  3月期

2006年 

  3月期 

2007年 

  3月期 

2008年

  3月期

売 上 高 1,427,488 1,546,461 1,649,670 3,901 3,889 3,899

営 業 利 益 93,043 102,423 103,429 39 51 27

経 常 利 益 87,650 97,520 91,471 23 35 7

当 期 純 利 益 47,409 58,577 48,069 58 △178 △30

１株当たり当期純利益（円） 33.72 41.84 34.34 4.84 △14.91 △2.55

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 8.00 10.00 10.00 － － －

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 383.42 421.51 423.78 58.74 45.30 42.15

（単位：百万円） 
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４．株式交換後の株式交換完全親会社となる会社の状況 
 

（１） 商 号 東レ株式会社 

（２） 事 業 内 容 
合成繊維、プラスチック・ケミカル、情報通信材料・機器、炭素繊維複

合材料等製品の製造・販売 

（３） 本 店 所 在 地 東京都中央区日本橋室町二丁目1番1号 

（４） 代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 

榊原 定征 

（５） 資 本 金 96,937百万円 

（６） 総 資 産 現時点では確定しておりません。 

（７） 純 資 産 現時点では確定しておりません。 

（８） 決 算 期 3月31日 

（９） 会 計 処 理 の 概 要 

共通支配下取引等のうち、少数株主との取引に該当する見込みです。 

なお、この取引に伴い、のれんが発生する見込みです。発生するのれん

の金額は現時点では未定ですが、少額の見込みです。 

（10） 今 後 の 見 通 し 

東レは既に東和織物を連結子会社としており、本株式交換における平成

21年3月期の業績への影響は、連結・単体ともに軽微であると見込ん

でおります。 

 

以 上 
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